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Ⅰ 共通仕様書の記載

施工計画書は、受注者がどのような工程、方法、段取り、組織で施工するかを示したもので、福島県の共

通仕様書では次のように定められている。

共通仕様書（土木工事編Ⅰ）

１－１－７ 施工計画書

１． 受注者は、工事着手前に工事目的物を完成するために必要な手順や工法等についての施工計画

書を監督員に提出し、監督員と打ち合わせをしなければならない。

受注者は、施工計画書を遵守し工事の施工に当たらなければならない。

この場合、受注者は、施工計画書に次の事項について記載しなければならない。

また、監督員がその他の項目について補足を求めた場合には、追記するものとする。た

だし、受注者は維持工事等簡易な工事においては監督員の承諾を得て記載内容の一部を

省略することができる。

（１）工事概要

（２）計画工程表

（３）現場組織表（工場製作にあっては工場組織表）

（４）安全管理

（５）主要機械

（６）主要材料

（７）施工方法（主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む）

（８）施工管理計画

（９）緊急時の体制及び対応

(10)交通管理（ダンプトラックの過積載防止についても記載する）
(11)環境対策
(12)現場作業環境の整備
(13)再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法
(14)UD指針に基づき実施する項目・内容
(15)その他

２． 受注者は、上記 1.（６）において、コンクリート二次製品のうち、福島県土木部の認定製品
及び JIS 指定工場の生コンクリートを使用する場合は、各工事名等を必ず記載するものと
する。

３． 受注者は、上記１．（９）において、受注者及び発注者の夜間・休日連絡先を明記しなければなら

ない。

４． 受注者は、施工計画書の内容に重要な変更が生じた場合には、その都度当該工事に着

手する前に変更に関する事項について、変更施工計画書を監督員に提出し、打ち合わせ

をしなければならない。

５． 受注者は、施工計画書を提出した際、監督員が指示した事項についてさらに詳細な施工

計画書を提出しなければならない。
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Ⅱ 施工計画書作成の留意点

（１）施工計画の基本事項

施工計画の作成時には次の基本的項目を検討する。

①工事の目的、内容、契約条件等の把握

②現場条件（地形、気象、道路状況、近接状況、環境、制約条件等）

③全体工程（基本工程）

④施工方法（施工順序、使用機械等）

⑤仮設設備の選択及び配置

（２）施工計画書作成の要点

施工計画書作成は、上記基本事項を充分調査・検討・把握し、施工性・経済性・安全性

との関連を繰り返し検討しながら、最適となる施工計画を決定することが重要である。

公共工事を施工するための施工計画書は、既に受注し、施工開始期日を前提として作成

される場合が一般的であることから、受注時の自社の体制、実施能力との関連も検討し、

確実に施工できるものでなければならない。ただ確実性を追うあまりに、新技術・新工法

等を検討しないようでは、技術の進歩が望めない。小規模でも新技術・新工法の採用を含

めた幅広い検討が必要である。

現在の土木建設産業には、生産性の向上・環境保全といった大きな社会的要求があり、

これらの問題に対し積極的な社会参画という形で取り組み、計画段階から具体的で効果的

な方法を施工計画書に反映させることも考慮しなければならない。

具体的検討項目は次のとおりである。

①生産性の向上に関する標準的な検討項目

（ⅰ)合理的な分割施工

（ⅱ)仮設の独自企画

（ⅲ)作業の規格化

（ⅳ)新技術・新工法

（ⅴ)施工の機械化

②環境保全に関する標準的な検討項目

（ⅰ)環境の観点からの資材や機械の選別

（ⅱ)地域社会への貢献

（ⅲ)廃棄物の減量化・適正処分

（ⅳ)エネルギー利用の効率化

（ⅴ)社員の意識改革

このように、施工計画の作成にあたっては、基本事項を充分把握し、経済性・施工性等

を検討することは無論、現在の社会的要請も認識し、自主性・創意性を失わないような形

で幅広い検討を行うことが重要である。

（３）施工計画書の変更

共通仕様書では施工計画書の内容に変更が生じた場合は、当該工事を着手する前に変更

に係る事項をその都度提出することになっているが、変更契約のみならず、「工事内容変更

伺い」で新たな工種、工法が生じた場合も、提出するものとする。
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Ⅲ 施工計画書各項目毎の作成の手引き

表紙及び目次の記載例を以下に示す。

【記載例】表紙

平成○○年度

○○○○工事

施 工 計 画 書
（当初・第 回変更）

平成○年○月

○○建設株式会社
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【記載例】目次

目 次

１．工事概要 ・ ・ ・ ・ ・

２．計画工程表 ・ ・ ・ ・ ・

３．現場組織表（工場製作にあっては工場組織表） ・ ・ ・ ・ ・

４．安全管理 ・ ・ ・ ・ ・

５．主要機械 ・ ・ ・ ・ ・

６．主要材料 ・ ・ ・ ・ ・

７．施工方法 ・ ・ ・ ・ ・

（主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む）

８．施工管理計画 ・ ・ ・ ・ ・

（社内検査を含む）

９．緊急時の体制及び対応 ・ ・ ・ ・ ・

10 ．交通管理 ・ ・ ・ ・ ・

（ダンプトラックの過積載防止についても記載する）

11 ．環境対策 ・ ・ ・ ・ ・

12 ．現場作業環境の整備 ・ ・ ・ ・ ・

13 ．再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法 ・ ・ ・ ・

14 ． UD指針に基づき実施する項目・内容 ・ ・ ・ ・ ・

15 ．その他 ・ ・ ・ ・ ・
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１ 工事概要

工事概要については下記の例示内容程度を、また、工事内容については工事数量総括表の工種、種別、数

量等を記入する。この場合、工種が一式表示であるもの及び主要工種以外については、工種のみの記載でも

かまわない。費用明細書的な詳細な内容は必要ないものとする。

【留意点】

① 数量等工事内容は設計図書と整合が必要である。

② 主体工事は何かを記載する。

【記載例】工事概要

工事番号 ○○ -○○○○○ -○○○○

工事名 ○○○○工事

路線・河川名 ○○○○

施工場所 ○○市○○地内

工 期 自平成○○年○○月○○日

至平成○○年○○月○○日

請負額 ○○○○○○円

発注者 ○○事務所 所長 ○○○○

監督員 ○○○○

受注者 ○○株式会社 代表取締役 ○○○○

現場代理人 ○○○○

主任技術者 ○○○○

（監理技術者）

工事概要 施工延長 L=○○．○ｍ W=○．○（○．○）ｍ
側溝工 L=○○．○ｍ

【記載例】工事内容

工事区分 工 種 種 別 数量 単位 適 要

道路改良 道路土工 路体盛土 ○○．○ m3

擁壁工 プレキャスト擁壁工 ○○．○ ｍ

排水構造物工 側溝工 ○○．○ ｍ
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2 計画工程表

計画工程表は、各種別について作業の始めと終わりがわかるネットワーク等で作成する。作成にあたっては、

気象、特に降雨、気温等によって施工に影響の大きい工種については、過去のデータ等を充分調査し、工程

計画に反映させる。

【留意点】

① 計画工程表は、施工計画書に綴じ込むものの他、工程管理用として作成し、現場において日々

管理しなければならない。

② 契約書添付の工程表(契約工期)との整合が必要である。

③ 各工種毎の工期設定が施工量や施工時期を考え、適正に設定されているか把握する。

④ 全体工程と詳細工程を検討し記載する。

⑤ 休日(不稼働日)の設定は適切に行う必要がある。

⑥ 材料確認・段階確認等の立会時期を記載する。

【記載例】計画工程表

工事番号 ○○-○○○○○-○○○○
工事名 ○○○○工事

路線・河川名 ○○○○

工 期 平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日

計画工程表（ネットワーク等） ・・・【省略】

３ 現場組織表

現場組織表は、現場における組織の編成及び命令系統並びに業務分担がわかるように記載する。工事契

約規模、内容により建設業法、福島県工事請負契約約款及び福島県元請下請関係適正化指導要綱による現

場代理人、主任技術者または監理技術者、専門技術者をそれぞれ記載する。

【留意点】

① 建設業法第２６条の２の規定により専門技術者が必要な場合、資格ある主任（監理）

技術者が兼任するか会社の他の者をあてる、または下請けさせることになるが、この場

合は会社名を記載する。また、下請けがある場合、施工体系図を添付する。

② 現場代理人、主任（監理）技術者、専門技術者の資格者表を作成する。(主任(監理)技術者につ

いては、適正な資格保有者を記載する)

③ 工事に対する品質証明のために社内検査員を配置する。社内検査員は現場経験10年以上の者と

し、複数配置も可であるが、主になる者を中心に行うのが望ましい。

④ 担当する職務や現場における担当責任者を記載する。

⑤ 河川工事では観測・連絡体制等も記載する。
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【記載例】現場組織表

事務関係者

現場代理人 現場事務担当者 氏 名

氏 名 材料担当者 氏 名

℡、携帯 労務担当者 氏 名

主任（監理）技術者

技術関係者

氏 名

工程管理担当者 氏 名

℡、携帯

品質管理担当者 氏 名

専門技術者 出来形管理担当者 氏 名

氏 名 写真管理担当者 氏 名

会社名 重機管理担当者 氏 名

担当工事内容 機械器具管理担当者 氏 名

℡、携帯 火薬類取締保安者 氏 名

社内検査員 労務安全管理担当者 氏 名

（正） 氏 名 交通安全管理過積載監視責任者 氏 名

（副） 氏 名 安全巡視員 氏 名

建設副産物責任者 氏 名

環境対策担当者 氏 名

資格者表

職 名 氏 名 資格名・番号・交付年月日等 所属会社

現場代理人

主任（監理）技術者

専門技術者
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【記載例】「工事作業所災害防止協議会兼施工体系図」

（福島県元請・下請関係適正化指導要綱 参考様式第１号）

発注者名 自 年 月 日

工事番号 工 期 至 年 月 日

工事名称

元請負名 会社名

監督員名 工事内容

監理技術者名 安全衛生責任者

専門技術者名 工 主任技術者

担当工事内容 事 専門技術者

専門技術者名 担当工事内容

担当工事内容 工期 年月日～ 年月日

元方安全衛生管理者

会社名

統括安全衛生責任者 工事内容

会長 安全衛生責任者

書 記 主任技術者

工 専門技術者

事 担当工事内容

副会長 工期 年月日～ 年月日
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４ 安全管理

安全管理に必要なそれぞれの責任者や組織づくり、安全管理についての活動方針について記載する。

また、事故発生時における関係機関や被災者宅等への連絡方法や緊急病院等についても記載する。

記載が必要な項目は次のとおりである。

（１）工事安全管理対策

①安全管理組織（安全協議会の組織等も含む）

②危険物を使用する場合は、保管及び取り扱いについて

③刈払機・チェーンソーを使用する場合は危険防止装置の装着がわかる仕様等を記載する。

④その他必要事項

（２）第三者施設安全管理対策

家屋、商店、鉄道、ガス、電気、電話、水道等の第三者施設と近接して工事を行う場合の対策

（３）工事安全教育及び訓練についての活動計画

安全管理活動として実施予定のものについて参加予定者、開催頻度等

（４）関係法令、指針の必要事項の抜粋や整合

・労働安全衛生法及び関連法令

・土木工事安全施工技術指針

・建設機械施工安全技術指針

・建設工事公衆災害防止対策要領

･建設機械施工安全マニュアル

【留意点】

① 安全管理組織において、現場パトロールの体制や保安要員の明記する。

② 関係法令、指針の必要・参考事項が抜粋されているかなどを把握する。

③ 作業主任者の配置が必要な作業については、作業名及び作業主任者の氏名等を記載す

る。

④ 労働安全衛生規則で定められている選任すべき作業主任者（地山掘削作業、土止め支

保工作業等）及び危険有害業務（クレーン運転，玉掛け作業等）に従事する有資格者一

覧表を添付する。

⑤ 工種別の重点管理目標と事故対策を記載する。

⑥ 安全活動、現場パトロール等の実施計画を記載する。

⑦ 現場保安施設計画を記載する。

⑧ 危険物、火気を使用する場合、火薬類の使用計画書やその他取扱いについて記載する。

⑨ リスクアセスメント実施一覧表（任意様式）を必要に応じて添付する。
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安全委員会

○○安全衛生責任者
（安全委員長）
氏　　　　　名

副安全委員長
氏　　　　　名 事 務 局 安 全 委 員 氏　　名

機 電 安 全 委 員 氏　　名
土 木 安 全 委 員 氏　　名
火 薬 類 消 費 管 理 者 氏　　名
火 薬 類 出 納 管 理 者 氏　　名
自動車安全運転管理者 氏　　名
安 全 管 理 者 氏　　名
衛 生 管 理 者 氏　　名
安 全 巡 視 員 氏　　名

【記載例】安全管理組織 （労働安全衛生法で定められた責任者に応じて、各々記載する。）

【記載例】安全管理活動

名 称 場 所 参 加 予 定 者 内 容 頻 度

朝 礼 現場事務所 現場作業従事者 毎 日

安全巡視 現 場 安全巡視員 毎 日

安全訓練 現場事務所 現場作業従事者 毎月１回

【記載例】危険物 （危険物の取り扱いについて記載する。）

名 称 適用法規 使用予定量

ダイナマイト 火薬類取締法 ○○ｋｇ
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【記載例】

作業主任者名簿（労働安全衛生法施行令第６条関係）及び作業指揮者（労働安全衛生規則

第 592 条の 6 関係）名簿

作 業 名 作業主任者・指揮者 会社名 免許、技能講習年月日・番号等

地山掘削

型枠支保工

不整地運搬車作業

就業制限に係る業務（労働安全衛生法施行令第２０条関係）及び特別教育を必要とする業務（労

働安全衛生規則第３６条関係）従事者名簿

業 務 名 資 格 者 会社名 免許又は教育年月日・番号等

クレーン運転

玉掛け作業
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５ 主要機械

① 工事に使用する機械で、主要な機械（騒音振動、排出ガス規制、標準操作等）について記載する。下

記表に示す建設機械については、排出ガス対策型建設機械の使用を標準とする。ただし、一般建設機

械については受注者の保有状況等によりやむを得ない場合は未対策型にできる。

② 機械使用計画の中に排出ガス対策型機械の使用の有無を記入する。さらに対策型である

ことを証明できる資料（機種一覧表及び車検証等の写し）を添付する。

機 種 備 考

バックホウ ﾄﾝﾈﾙ工事用建設機械、一般建設機械

ホイールローダ 〃 ：車輪式

大型ブレーカー ﾄﾝﾈﾙ工事用建設機械

コンクリート吹付機 〃

ドリルジャンボ ﾄﾝﾈﾙ工事用建設機械

ダンプトラック 〃

トラクタミキサ 〃

ブルドーザ 一般建設機械

発電発動機 〃 ：可搬式（溶接兼用機を含む）

空気圧縮機 〃 ： 〃

油圧ユニット 〃 ：基礎工事用機械で独立したもの

ローラ 〃 ：ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗ、ﾀｲﾔﾛｰﾗ、振動ﾛｰﾗ

ラフテレーンクレーン 〃

※トンネル工事建設機械は、ディーゼルエンジン出力 30 ～ 260kw(40.8 ～ 353 ｐｓ）を搭載し
た建設機械に限る。

※一般建設機械は、ディーゼルエンジン出力 7.5 ～ 260kw(10.2 ～ 353 ｐｓ）を搭載した建設
機械に限る。

【留意点】

① 工種毎に機械の能力等の適切なものを記載する。

② 機械毎の使用期間は工程表と合致したものを記載する。

③ 設計図書に示す排ガス対策型建設機械、低騒音型・低振動型建設機械についても記載

する。

【記載例】主要機械使用計画

機械名 メーカー 能力 台数 使用工種 排出ガス対策型の有無及び型式 備 考

規格

ﾊﾞｯｸﾎｳ 小松製作所 0.45m3 2 掘削積込 ○ １次基準適合

ダンプ 日野自動車 10t １ 残土運搬

ブルドーザ 小松製作所 3.5t １ 残土整地
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６ 主要材料

工事に使用する指定材料及び主要材料材料試験方法等について記載する。

【留意点】

① 製造業者、販売業者に分けて、所在地(産地・購入先)も記載する。県外の場合は都道府県から

記入する。できるだけ県内産資材の利用促進を図る。

② 品質証明欄も記入する。

③ 工事材料が設計図書に適合しているか確認して記載する。

④ 搬入経路、搬入時期、荷卸し場所等を考慮し記載する。

⑤ レディーミクストコンクリートについては、JISマーク表示認証工場及びJIS認定コ

ンクリート名を記載する。

⑥ コンクリート二次製品で土木部の認定製品を使用する場合は、工場名を記載する。

⑦ 監督員が確認を要するとした材料については、確認に関する事項を記載する。

【記載例】主要材料計画

材料 名 規 格 予定数量 製造業者 販売業者 品質証明 摘 要

生ｺﾝｸﾘｰﾄ 21-12-25 30m3 ○○生ｺﾝ 試験成績表

-55% BB （△△市）

異形棒鋼 D13~D19 800㎏ ○○製鉄 ○○（株） ﾐﾙｼｰﾄ

（○県△町） （○○市）



- 14 -

７ 施工方法

施工計画書の中心となる事項であるので、工事の施工方法に充分な検討を加え、できるだけ詳細に記載す

る。

（１）「主要な工種」毎の作業フロー

該当工種における作業フローを記載し、各作業段階における以下の事項について記述する。

（２）施工実施上の留意事項及び施工方法

工事箇所の作業環境（周辺の土地利用状況、自然環境、近接状況等）や主要な工種の施工実施時期（降

雨時期、出水・渇水時期等）等について記述する。これを受けて施工実施上の留意事項及び施工方法の要

点、制約条件（施工時期、作業時間、交通規制、自然保護）、関係機関との調整事項等について記述する。

また、準備として工事に関する基準点、地下埋設物、地上障害物に関する防護方法について記述する。

（３）使用機械

該当工事における、使用予定機械を記述する。

（４）工事全体に共通する仮設備の構造、配置計画等について位置図、概略図等を用いて具体的に記述する。

また、安全を確認する方法として応力計算等も可能な限り記述する。その他、間接的設備として仮設建物、材

料、機械等の仮置き場、プラント等の機械設備、運搬路、仮排水、安全管理に関する仮設備等について記述

する。

また、記載対象は次のような事項を基準とする。

（１）主要な工種

（２）設計図書で指定された工法

（３）共通仕様書に記載されていない特殊工法

（４）施工条件明示項目で、その対応が必要とされている事項

（５）特殊な立地条件での施工や、関係機関及び第三者対応が必要とされている施工等

（６）その他

そのほか、共通仕様書において、監督員の「承諾」を得て施工するもののうち事前に記載できるもの及び施

工計画書に記載することとなっている事項について記載する。

【留意点】

施工方法についての留意点は次のとおり。

（１）指定仮設又は重要な仮設工に関するもの及び応力計算等によって安全を確認できるものは、計

算の記述がされているか。

（２）作業フローの記述及び留意事項や施工方法の要点が記述されているか。

（３）工事測量、隣接工区との関連についての記述があるか。

（４）共通仕様書において承諾を要する事項及び施工計画書に記載すべき事項と指定された事項につ

いて記述されているか。

（５）安全管理に関する仮設備計画が記述されているか、特に枠組足場を使用する場合は

足場の種類、設置方法等が「手すり先行工法」を原則としているかどうか。

また、次の間接的設備が記載されているか把握する。

① 監督員詰所、現場作業所、作業員宿舎、倉庫等の仮設建物

② 材料、機械等の仮置場

③ 工事施工上に必要なプラント等の機械設備

④ 運搬路（仮設備、仮橋、現道補修等）

⑤ 仮排水

⑥ 工事表示板、安全看板、立入防止柵、安全管理に関する仮設備

⑦ その他
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（６）その他

① 施工実施上の留意事項及び施工方法について記載する。

② 使用機械について記載する。

③ 仮設備の構造、配置計画等について位置図、概略図等を用い具体的に記載し、また応力計算

について記載する。

④ 工事目的をよく理解し、注意を払うべき施工の要点を押さえた内容を記載する。

⑤ 設計条件に対して検討した(要件及び構造物の要求性能を満足した)ものを記載す

る。

⑥ 資材置場、仮設備計画(能力、容量等)を考慮し記載する。

⑦ 施工順序を考慮して記載する。

⑧ 施工方法が現場条件にあった具体的な内容で記載する。

⑨ 監督員が立ち会う施工段階の時期、方法等を記載する。

⑩ 気象条件を考慮した施工内容(コンクリートの養生日数、舗設温度等)を記載する。

⑪ コンクリートの打設高等、仕様書で義務づけられた内容を確認して記載する。

⑫ 仕様書等で規定する内容を考慮して記載する。

⑬ 協議・承諾の必要なものを考慮して記載する。

【記載例】作業フロー（重力式擁壁）

丁張の設置

↓

掘削・床均し 床付完了後地耐力の確認を平板載荷試験を２ブロックに１回実施する。

↓

基 礎 工

↓

型 枠 工

↓

コンクリート工

↓

埋 戻 し
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８ 施工管理計画

施工管理計画については「土木工事施工管理基準」等に基づき、その管理方法について記載する。

【留意点】

施工管理計画についての留意点は次のとおり。

① 必要な工種が記載されているか。

② 工事規模に見合った管理回数となっているか。なお、必要に応じて施工規模が少ない場合など、

規定の回数管理が困難なものについては、監督員と協議して定める。

③ 基準にないものの適用(基準設定)は妥当か。

④ 管理方法や処理は妥当か。

⑤ 施工管理基準に基づいて記載し、各工種一覧表を作成する。

⑥ 工事写真の撮影計画は写真管理基準と整合が必要である。

⑦ 社内検査(項目、方法、実施時期)の計画を適正に設定する。

（１）工程管理

計画工程に対する実施管理方法を記載する。

【記載例】工程管理計画

管理手法 ネットワークにより管理する

日常管理 各種別また細別毎の実施作業量を把握し、計画作業量を維持するため

労務・機械等の配置を検討する。

週間・月間管理 毎週月曜日及び毎月２５日までに工事進捗率を確認し、監督員に履行

報告する。

進度管理 工事開始より２ヶ月間は２週間に１回、工程曲線を用いて管理を行い、

計画に○％の差が生じた場合はフォローアップを実施する。また、それ以

降は、１ヶ月に１回、同様の管理を実施する。



工種 種別 試験区分 試験項目 試験方法 規格値 試験基準 試験対象数量 試験回数 適用
道路土工 施工 必須 ○○の測定 ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○m3 計○回

工種 撮影項目 撮影時期 撮影頻度 撮影箇所 撮影枚数 適用
側溝工 据付状況 埋戻前 ２００ｍに１回 No.○○ 計○枚
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（２）品質管理

その工事で行う品質管理の「試験項目」（試験）について、次のような品質管理計画表を作成する。

また、事前審査認定の加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物を使用する場合は、混合物の出荷時温度及び締め

固め時温度とその変動範囲を記載する。

【記載例】品質管理

品質管理は「土木工事施工管理基準」等により下記の項目を行う。

※この工事での数量を書くこと。

（３）出来形管理

その工事で行う出来形管理の「測定項目」についてのみ記載する。なお、該当工種がないものについては、

あらかじめ監督員と協議して定める。

【記載例】出来形管理

出来形管理は「土木工事施工管理基準」等により下表の項目を行う。

※この工事での数量を書くこと。

（４）写真管理

その工事で行う写真管理について記載する。

【記載例】写真管理

写真管理は「写真管理基準」等に基づき下表の項目を行う。

※この工事での数量を書くこと。

工種 測定項目 規格値 社内目標値 測定基準 測定箇所 測定回数 適用
側溝工 延長L -200 -○○○ 1ヶ所/1施工箇所 No.○○ 計○回
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（５）段階確認

設計図書で定められた段階確認項目についての計画を記載する。

【記載例】段階確認

種別 細別 確認時期 確認項目 確認箇所 予定時期

準備工 丁張設置が完了した時 中心線、縦断、横断、 No.○○ ○月○日

用地境界、基準髙等 No.○○

道路土工 プルーフローリング実施時 プルフローリン No.○○ ○月○日

(路床盛土工) グ実施状況 No.○○

（６）品質証明（社内検査）

その工事の中で行う社内検査項目、検査方法、実施時期について記載する。

品質管理、出来形管理における社内管理の目標値、規格値等は、前項の品質管理、出来形管理

計画に記載する。下請けに対する完成検査の方法、時期、内容についても記述する。

また、社内検査員について、現場経験１０年が確認出来る経歴書を添付する。

【記載例】社内検査実施要領

当社は、工事施工にあたり、自主施工管理を実施するために、設計図書（共通仕様書等を含

む）に基づき、発注者と協議のうえ、下記の項目について社内検査を実施する。

１ 検査担当者

社内検査員 正 ○○ ○○○

副 ○○ ○○○

２ 検査実施時期

① 共通仕様書（土木工事編）１－１－ 23 「監督員による確認及び立会等」に準じて、重要
な工事段階の区切り毎に監督員の確認を受ける前

② その他自主責任上必要な段階

③ 下請け工事完成時（完成検査）

④ 一部完成、完成届提出前

３ 検査実施事項

① 検査前に品質、出来形等を測定し管理図に記入し、これにより社内検査を受け、不備な

事項があれば、直ちに手直しをする。検査結果、検査状況写真を記録しておく。

② 検査は書類、写真等を確認すると共に、施工途中の基準高、幅、長さや完成工作物の出

来形を測定する。

③ 施工途中においては安全衛生管理状況も確認する。

④ 竣工検査前の社内検査においては、現場清掃、検査受検書類の整備状況、検査用具準

備等の受検体制を点検する。
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９ 緊急時の体制及び対応

大雨、強風等の異常気象時及び地震発生時の災害防災並びに自然災害が発生した場合や事故・労働災

害発生時における体制及び連絡系統を記載する。

【留意点】

① 緊急時の連絡順位をあらかじめ定めておく。人命の対応を最優先にする。

② 下記連絡体制のように、すべて現場事務所から連絡するのではなく、本社などと連

絡先を分担し、現場事務所では応急措置、被災者への対応を優先する。

③ 災害発生時、異常気象時、現場内事故発生時を考慮し、緊急体制を記載する。

④ 緊急時連絡系統図を作成する。

⑤ 受注者、発注者の夜間・休日の緊急連絡先を記載する。

【記載例】災害防災計画

大雨、強風等の異常気象で、自然災害発生のおそれがある注意報、警報の発令時における現場内のパトロ

ールなどの防災計画を記載する。（省略）

【記載例】災害対策組織

災害対策部長 災害対策副部長 情報連絡係 氏　名
氏　名 氏　名 ○○○○係 氏　名
TEL、FAX TEL、FAX 対策係 氏　名

庶務係 氏　名
○○○○係 氏　名
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【記載例】緊急時の連絡系統図

下記の箇所の、昼間及び夜間連絡先について記載する。

①発注者関係（事務所、監督員等）

②受注者関係（本社、支社、現場代理人、主任（監理）技術者等）

③関係機関（市町村役場、施設管理者、警察署、消防署、労働基準監督署、救急病院等）

④その他（電力会社、ＮＴＴ、ガス会社等）

※救急車搬送が必要な場合 事故・災害発見者
消防救急１１９ 警察１１０
○○消防署 通報 応急処置 ○○警察署
℡ 連絡 被災者の対応 ℡

○○現場事務所 連絡
現場代理人 該当時に連絡

救急指定病院 ○○ ○○○ 東北電力○○営業所
℡ ℡ ℡

携帯 ○○ガス（株）
※救急車を必要としない場合 連絡 自宅℡ ℡
○○病院 ＮＴＴ○○支店
ＴＥＬ 連絡 職員の ℡

派遣
通常業務時の連絡先 報告 ○○労働基準監督署

発注者 ○○建設（株）本社 ℡
○○事務所 連絡 ℡ 自然災害の場合、河川、道路、

○○部○○課 連絡窓口 水路等のそれぞれ管理者

℡ ○○部長 連絡 ○○建設事務所
監督員○○ ○○ ○○課長 ℡

○○市役所
連絡 連絡 ℡

○○
被災者の家族 被災者の所属会社 ℡

新規入場者教育記録より、現場ごとに家族の連絡先を作成し本社に提出する

夜間、休日の緊急時連絡先
役職 氏名 携帯番号 自宅℡
現場代理人 ○○ ○○
安全管理者
担当部長

夜間・休日の緊急時連絡先（発注者側）
役職 氏名 携帯番号 自宅℡
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１０ 交通管理

工事に伴う交通処理及び交通対策について共通仕様書１－１－ 39条（交通安全管理）によって記載す
る。道路上で工事を行うにあたって円滑な道路交通と現場作業員の安全を確保するために下記項目を検討す

る。安全施設、案内標識の配置図並びに交通誘導員等の配置について、福島県土木部保安施設設置基準

（道路）：共通仕様書（土木工事編Ⅲ）により記載する。

① 工事用運搬路として、一般道路を使用するときの対策及び歩行者等第三者に対する対策

② 工事用資材・機械を輸送する時の輸送経路・期間・方法・輸送担当者、交通誘導員の配置、

標識及び安全施設の設置場所

③ 一般道路に係る工事の安全対策

④ 指定された工事道路の新設・改良・維持管理・補修及び使用方法

⑤ 工事用道路を共有するときの対策

⑥ 一般道路上の工事用資材・機械または設備の保管・修理方法

さらに、工事資材や土砂類の運搬に際し、ダンプトラックの過積載防止のための対策（使用車両

名、積載量、重量換算の考え方、自主検査点検方法等）を記載する。

また、工事標識等の設置にあたっては、環境との調和に配慮し県産木材を利用した工事標識を

設置するものとし、標識の形状及び設置場所を記載する。

【留意点】

① 交通規制、作業時間帯は警察協議によるものを記載する。

② 交通誘導員は施工段階に応じた配置を考慮したものとする。

③ 指定路線で交通誘導警備業務を行わせる場合は有資格者を配置したものとする。

④ 現道上の交通切替えがある場合、施工段階に応じた切替え方法を記載する。

⑤ 交通管理図の作成にあたり、交通誘導のための保安施設を施工段階毎に適切な配置

計画とする。

【記載例】

（１）土運搬（ダンプトラック１０ｔ）に対する安全対策

① 土取場から現場までの運搬経路は別紙図面に添付

② 運搬経路に一部○○道を使用するため、住民に工事の概要、安全対策を説明し、充分に

打合せを行う。

③ 運搬時間は､ AM10:00 ～ PM4:00 までし、通勤・通学時間帯の運搬作業は行わない。
④ 制限速度は、運搬路全線○○ｋｍ /hr とし、運転手に速度厳守を徹底する。
⑤ 一般車両及び歩行者の運行については、安全の確保を最優先とするよう、交通誘導員及び

運転手に徹底する。

（２）車両出入口及び交差点の安全対策

① 土取場出入口及び出入口から 1.5km 先の見通しの悪い場所に、φ 600mm のカーブミラ
ーを設置する。

（３）交通誘導員の配置計画

① 土取場出入口及び現場出入口に交通誘導員各１名を配置する。

② 交通誘導員には、笛、手旗を携帯させ、一般車両・歩行者の安全確保に努めさせる。

（４）運搬路の維持管理

① 運搬路の未舗装部については、乾燥時は 1 日 2 回(AM10:00 、 PM2:00)散水車により散
水を行う。

② 運搬路の補修は、必要に応じ補修材を散布し補修したり、グレーダーにより不陸整正を定

期的に行う。

③ 運搬作業中は､１日２回車両運行管理者による巡視を実施する。

④ 防塵処理は、定期的に散水により実施する。
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（５）車両運行に関する安全対策

① 現場内の運搬路は、常に走行に支障のないよう補修し、○○車両運行管理者が路面状況

の確認を行う。

② 工事車両の作業実施日は、○○車両運行管理者の責任のもとに、道路交通法の遵守教育、

運転手の体調チェック等を朝礼時に実施する。

（６）過積載防止対策

過積載防止対策として以下の事項を記載する。

① 工事概要

現場発生・利用の土砂や生コンクリート、砕石、コンクリート二次製品等購入品の運搬時期、

運搬先、購入先、運搬経路（土砂等の場合）、運搬者、仮置き場の有無等の事項

② 管理点検・啓発方針

積載量の管理・点検方法、積載量監視責任者、下請けを含む工事関係者への過積載防止対

策の周知・啓発活動、その他必要な事項

【記載例】土砂のダンプ積載量管理点検方法

過積載とならないため、ダンプの積載高は次の規定量積載高以下とする。

(1)土砂類（土砂、砕石、アスファルト合材等）
平ボデーに均した場合、荷台枠と同じ高さ（荷台枠すりきり状態）

(2)ガラ類（アスファルト殻、コンクリート殻等）
殻の大きさや空隙を考慮し、荷台枠から２０ｃｍまでの高さ

実際の積載重量とバックホウ積込回数を確認するため、下記の測定を行う。

① 当該工事に使用するダンプの積込容量（荷台すりきり）を車種別に算出する。

② 当該工事に使用するバックホウ等のバケット容量から積込回数・積込容量を想定する。

③ 想定した積込回数・積込容量で実際に土砂を積み、自重計及び台貫で重量を測定する。

④ 当該工事でのバックホウ積込回数及びダンプ積載量を決定する。

（「ダンプ積載量≦荷台すりきりでの積込容量」となることを確認する。）

（土質、含水状態の違いにより②、③、④を複数回測定する。）

⑤ バックホウ積込回数及びダンプ積載量を両運転手が相互にチェックし、過積載点検表（省

略）により管理を行う。



- 23 -

１１ 環境対策

近年、環境問題が社会問題として大きくクローズアップされてきているが、土木工事においても例外でなく、

年々地域住民の要望・苦情が多くなってきており、これらが土木工事の円滑な実施を妨げる要因となってきて

いる。このため現場地域の生活環境の保全と、円滑な工事施工を図ることを目的として、環境保全対策関係法

令に準拠して、次のような項目の対策計画を記載する。

（１）騒音、振動対策

（２）水質汚濁

（３）ゴミ、ほこりの処理

（４）事業損失防止対策（家屋調査、地下水観測等）

（５）産業廃棄物の対応

（６）動植物への配慮事項

（７）その他

【留意点】

現場での第三者対策と工事公害対策を考慮して記載する。

【記載例】

（１）現場周辺調査の結果、周辺に井戸を生活用水としている家屋が５軒あり、場内の水替え作業

により井戸枯れを起こす可能性があるので事前調査を実施する。

① 調査の目的：井戸枯れ発生時に即応し、住民の生活用水を確保する。

② 調査方法：水替え作業前の水位、水深、水質を測定する。

③ 追跡調査：水替え作業開始後、毎日午前、午後水位を測定する。

④ 対応：水位に変動が見られた場合は、監督員に報告し対応を協議するとともに、上水道か

らの給水対応がいつでもできるよう体制を整えておく。

⑤ 調査にあたっては上記事項を住民に説明し、了解を得た後実施する。

（２）重機への給油及びグリース補給の際、流失事故を起こさないよう指導し徹底させる。

（３）生コンクリート車の洗浄は自社（生コン会社）に持ち帰り実施するよう指導し徹底させる。

（４）重機の空ぶかし、バケットの揺さ振り、ダンプトラックの急発進・急停車等による騒音・振動は絶

対しないよう、指導し徹底させる。

（５）以上(２)から(４)項目について、朝礼・安全訓練等で指導を行うとともに、実施状況を把握し周

辺地域への影響を最小限とするよう努力する。
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１２ 現場作業環境の整備

現場作業環境の整備に関して、環境美化などのイメージアップを考慮して次のような項目の計画を記載する。

（１）仮設関係

（２）安全関係

（３）営繕関係

（４）その他事項

【留意点】

① 作業員のための良好な作業環境を確保するよう配慮する。

② 工事用地内のイメージアップに関するものも記載する。

【記載例】

項 目 実施内容、イメージアップ内容 実施場所

仮設関係 ・仮囲いの美装、フラワーポット等の設置 ・現場事務所周辺

・現場事務所敷地の敷砂利、出入口の整備（敷鉄板等） ・現場出入口

安全関係 ・漫画化などデザイン工事標識の設置 ・現場事務所周辺

・照明施設の設置 ・現場出入口

・安全意識高揚のため、安全旗・安全標識の掲揚

営繕関係 ・作業員休憩室、食堂の設置 ・現場事務所

・トイレの水洗化、手洗い・洗面台の設置

その他 ・工事ＰＲのため、工事説明・完成予想図の掲示 ・現場事務所周辺

事 項 ・地元とのコミュニケーションのため工事説明会やパンフレッ

ト等の配布

１３ 再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法

再生資源利用の促進に関する法律及び福島県の「建設リサイクルガイドライン」（共通仕様書土木工事編

Ⅲ）に基づき、次のような項目について計画する。

① 再生資源利用計画書

② 再生資源利用促進計画書

③ 処理委託業者名（建設副産物を運搬（委託）、処分を行う場合）

④ マニフェスト使用の徹底

⑤ 社内の管理体制（建設副産物対策の責任者の明確化）

⑥ 建設副産物を搬入する処分場名

【記載例】

① 「再生資源利用計画書（実施書）」 （省略）

② 「再生資源利用促進計画書（実施書）」 （省略）
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１４ ＵＤ指針に基づき実施する項目・内容

UD 指針に基づき実施する項目について、必要に応じて記載する。

【留意点】

UD指針(ふくしま公共施設等ユニバーサルデザイン指針)に基づき、実施する項目、配

慮する内容等を考慮して記載する。

１５ その他

その他重要な事項について、必要に応じて記載（添付）する。

（１）官公庁への手続き（警察、市町村）

（２）地元への周知

（３）休日

（４）総合評価提案事項（総合評価方式により落札した場合）

総合評価方式で落札した工事について、入札時に提案した「技術提案」や「各種管理計画」

等を記載（又は添付）する。


